

















1) 本稿において ｢英国｣ と記述する場合には､ 特に断らない限り､ イングランドを対象
としている｡
2) 正式名称は､ 非居住用資産レイト (Non Domestic Rate : NDR) であるが､ 一般的に
はビジネスレイト (Business Rate) と呼ばれている｡ 一般的名称ではあるものの､
英国政府の公式文書でもビジネスレイトの名称使用が増えてきていることから､ 本稿
ではビジネスレイトとしている｡
3) 財政調整制度に関する研究は､ 財政学のみならず､ 地方分権化に関する行政学的分析
等 (たとえば､ 金井 (1999年)､ 北村 (2009年) など)､ わが国のいわゆる ｢交付税措





心に､ その概要を整理し評価を行う｡ まず､ 前提として地方財政の現状を説
明し (Ⅱ章)､ 財政調整制度の変遷の淵源に予算編成手法における集権化が








特定補助金が43.8％､ 一般補助金が25.6％ (歳入援助交付金5.9％､ ビジネス
レイト18.7％)6)､ 唯一の地方税であるカウンシル税が26.0％であり､ 国から




し､ 2010年５月に発足したキャメロン (Cameron, D.) 保守党・自由民主党
連立政権によって､ 同年10月に ｢Spending Review 2010 (以下 ｢2010年歳出
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4) 2006年度改革については､ 兼村 (2006年)､ 河合 (2007年) に改革時の概要について
説明がある｡
5) ビジネスレイトの再地方税化改革については､ 鎌田 (2013年) に概要の説明がある｡
6) 特定補助金とは使途を制限する補助金､ 一般補助金とは地方自治体の一般財源となる
補助金であり､ いずれも国庫支出金である｡ 英国の一般財源の中心は､ 歳入援助交付
金である期間が長かった (詳しくは､ Ⅳ章１節参照)｡
7) 数値出典は DCLG (2012)｡
見直し｣ という)｣ が公表された｡ 2010年歳出見直しでは､ 2011～14年度の
４年間で､ 中央政府から地方政府に交付される補助金8) を28％削減すること
が盛り込まれた9)｡ 2015年５月の総選挙によって保守党単独政権となっても､




された｡ しかしながら､ 結果としては分権化であるものの､ 地方税化される
額､ その額に連動して削減される国庫補助金額のいずれもが中央政府の予算
編成過程で決定されている点を見れば､ ｢集権化された政府間関係の中で実







置を占めてきた制度に ｢公共支出調査 (Public Expenditure Survey : PES｡
以下 ｢PES｣ という)｣ がある｡ いわゆる中期財政計画11) であるけれども単
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8) ここで言う ｢補助金 (grant)｣ は､ わが国の国庫支出金に相当する特定補助金
(Specific Grant) 等および地方交付税に相当する一般補助金 (General Grant) の双方
を含む｡
9) 2010年歳出見直しにおける地方自治体に関する記述は DCLG (2012), CIPFA (2012),
HM Treasury (2010) による｡
10) オズボーン財務大臣は､ 2018年度の財政赤字解消に向けた財政改革を引き続き実施す
る旨を宣言している (CIPFA (2015a)｡ 一方で､ こうした英国の緊縮財政方針につい
て､ 国際通貨基金からは､ ｢英国のような国は､ 国家債務の減少に向けて､ これ以上
の歳出削減はする必要がない｣ との指摘もある (CIPFA (2015b))｡
11) 当初は５ヶ年度､ 1981年からは４ヶ年度､ 1991年度からは３ヶ年度の財政計画 (稲田
年度予算を拘束するところに､ その特徴がある｡ 地方財政とのかかわりでは､
1979年に誕生したサッチャー (Thatcher, M.) 保守党政権によって､ PESの
中に地方政府支出12) が加えられたことが挙げられよう｡ また､ 1993年から
1997年には､ メージャー (Major, J.) 保守党政権によって ｢コントロールトー
タル (Control Total : CT｡ 以下 ｢CT｣ という)｣ が並行して実施された｡ CT
とは､ ｢統制可能な支出｣ を意味し､ 中央政府支出､ 国有企業拠出金ととも
に地方政府支出が該当するとされ､ 予算総額のほぼ85％を占める｡ 当時の政
権は､ ｢翌年度予算の CTを今年度予算の1.5％以内の伸び率とする｣ という
予算総額の統制方針を閣議決定し遵守した｡ 1997年から､ PESと CTを廃止
したブレア (Blair, T.) 労働党政権の予算編成改革によって､ ｢包括的歳出
見直し (Comprehensive Spending Review: CSR｡ 以下 ｢CSR｣ という｣ が導
入され現在に至っている｡
CSRは､ PESの中期財政計画の機能､ CTに見られる予算総額の事前決定
といった集権的予算編成 (ここでの ｢集権｣ は､ 予算編成の中核となる ｢公
共支出閣僚会議｣ に権限を集中しているという意味) を受け継いでいる｡ す
なわち､ PESと CTでは不十分であった中期財政計画と単年度予算編成の結
びつきを強化した編成手法であると言えよう13)｡ 具体的には､ 複数年度で示
される支出総額 (Total Managed Expenditure : TME) は､ その内訳である各
省庁予算上限額 (Department Expenditure Limit : DEL. 以下 ｢DEL｣ という)､
各年度管理支出額 (Annually Managed Expenditure : AME. 以下 ｢AME｣ と
いう) に分けられ､ いずれも３カ年分が公共支出閣僚会議で決定される14)｡
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(2010年)､ 60頁)｡
12) 各省庁予算を通じた地方自治体への国庫支出金に加えて､ 地方自治体の自主財源によ
る支出 (local authority self-financed expenditure : LASFE) も統制の対象となったこと
を指す｡
13) 前労働党政権下において､ 1998年度に CSRでは1999年度から2001年度までの３ヶ年
度間､ 以後､ 2000年度以降は､ ２年間を範囲とする SR (Spending Review) が､ 2002
年度､ 2004年度と公表され､ 2007年度に２度目の CSRが公表されている｡ 2010年度
SRでは､ 2011年度から2014年度分の財政計画が公表されている｡
14) PES, CTについては､ 稲沢 (2006年)､ CSRについては､ 稲沢 (2006年) および稲継
(2001年) を参照｡
地方財政については､ ｢地方政府の自主財源による支出 (LASFE. 脚注12)





地方財政諮問協議会 (Consultative Council on Local Government Finance :




いた｡ 1997年に CCLGFを廃止した労働党政権は､ 同年11月､ 中央政府と地
方自治体協議会 (Local Government Association : LGA｡ 以下､ ｢LGA｣15) とい
う) との間で交わされた ｢パートナーシップのためのフレームワーク (A
Framework for Partnership)｣ によって､ ｢中央・地方協議会 (Central-Local
Partnership : CLP｡ 以下､ ｢CLP｣ という) を設立した｡ CLPについても､
地方行財政の実質的な議論の場ではなく､ 形骸化された CCLGFと変わらぬ
状況であった16)｡ 2010年､ 保守党・自由民主党連立政権によって CLPは廃












一部整理統合されて､ 一般財源として一括交付される制度 (block grant) に
起源をもつ｡ 以下､ 主に1990年までの財政調整制度の変遷を整理したのが第
１図である｡
２ 財政の中央集権化と歳入援助交付金制度 (RSG) の創設 (1990年度)
1990年､ サッチャー政権が地方税をレイト (Rates) からコミュニティー・
チャージ (Community Charge) に替えたことによる混乱から退陣すると､
後継のメージャー首相によって同税が廃止され､ 1993年度からカウンシル税
(Council Tax) が導入されて現在に至っている｡ また､ 廃止されたレイトの
うち､ 事業用資産に係るレイトであるビジネスレイトについては国税化され､
人口を基礎に地方自治体に配分される ｢譲与税｣ となった (ビジネスレイト
の国税化については第Ⅵ章で詳述)17)｡ 一方で､ 財政調整制度についても
1990年度から歳入援助交付金制度 (Revenue Support Grant. 以下､ ｢RSG｣





様の方式) に転換された｡ 理論的に算定される財政需要と財政収入を､ それ
ぞれ SSA (Standard Spending Assessment : 標準支出査定額)､ CTSS (Council
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17) 国税化されたため､ ビジネスレイトの正式名称も1989年度以前を NDR (Non
Domestic Rate)､ 1990年度以降を NNDR (National Non Domestic Rate) となってい
る｡
18) 第１図のとおり､ レイト援助交付金制度では､ 各地方自治体について支出額､ 収入額
の双方について財源移転する方式を採っていた｡ ただし､ 1980年から1990年の間は､
包括補助金制度 (block grant) となっていた｡







1928～1948 一部特定補助金の整理統合過程 (block grant)

































(出所) Tony Byrne (2000) pp. 346354の記述及び Figure 20. p 373を基に､ 1990年以降の部分
を筆者加筆｡
19) 英国の政府間財政関係における集権化の例として､ 1980年～2000年の間に導入されて
いた ｢キャッピング (Universal Capping)｣ が挙げられる｡ キャッピングは､ SSAを
基準として地方自治体の歳出予算額の上限規制を行っていた｡
式では､ RSGの配分額は､ 理論的需要額 (SSA) と理論的収入額 (ビジ
ネスレイト＋CTSS×課税標準) の差額であるため､ 中央政府から各地方自
治体への一般財源配分額はビジネスレイト配分額の影響を受けない｡ すなわ
ち､ ビジネスレイト配分額が大きければ (小さければ)､ その分､ 歳入援助
交付金配分額は少なく (多く) なるという関係にあり､ ビジネスレイト配分
額の増減は歳入援助交付金配分額によって相殺されることになっていた｡
３ 2003年度の RSG改革
2003年度の改革は20)､ CTSS が実際の税額を大きく下回り､ 実支出額が
SSAを大きく上回っているという実態との乖離を規模是正するものであり､
SSA､ CTSSの双方を引き上げている21)｡ 理論上は､ SSAと CTSSを同額引
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20) 2003年度の改革の詳細については､ 溝口 (2003年) を参照｡
21) そのほか､ 2003年度には､ RSG制度における主要な事項の名称変更が以下のとおり
行われている｡
● SSA (標準支出査定額)→FSS (Formula Spending Share : 公式算出支出査定額)
● CTSS (標準支出カウンシル税額)→ANCT (Assumed National Council Tax : 政府
想定カウンシル税額)
● TSS (Total Standard Spending : 合計標準支出額)→TAS (Total Assumed Spending :
合計想定支出額)
キャッピング制度において SSAが基準値として使われていたことなど､ 旧名称に




教育目的補助金の創設と RSGの削減､ 第２に､ 第１の改革と連動してビジ
ネスレイトの財政調整原資への算入､ 第３に財政調整原資の配分方法の変更
である｡ いずれも､ 1993年度以降､ ほぼ安定的に定着していた仕組みに対す
る改革である｡
１ 教育目的補助金の創設と RSGの削減
当時の労働党政権は､ 教育充実を政権公約 (マニフェスト) の筆頭に掲げ
た政権であり､ 政権に就いてからも､ 初等教育の少人数学級化などの改革に















22) 行政費目別に実支出額と見ると､ 社会福祉費で13.0％､ 警察費で19.7％となっている
のに対し､ 政府による誘導 (強制) が行われた教育費に関しては､ 1997年以降増額し












収入面を算定する想定カウンシル税 (ANCT) を廃止した｡ 替えて需要面に
ついては需要基準算定 (Relative Needs Formula : RNF) としており､ 収入
面での代替は特に示されていない｡ また､ RNFの計算方式は FSSと大きく
変化した点はない23)｡ 以前の制度と大きく異なる点は､ ①中央配分額




歳入援助交付金 ① 26,663 3,378
ビジネスレイト ② 18,004 17,506
警察補助金 ③ 4,353 3,936
特定目的補助金 ④ 14,787 39,993
うち教育目的補助金 26,546
合計 (①から④) 63,807 64,813
(出所) DCLG (2007) を基に筆者作成
23) 需要基準算定は､ これまでの FSSと同様に､ 児童サービス､ 成人社会サービス､ 警
察､ 消防と防災､ 道路管理､ 環境・防犯・文化､ 資本会計の７分野について､ 日本の
(Central Allocation Amount)､ ②需要基準額 (Relative Needs Amount, Need
Equalisation Amount)､ ③財源基準額 (Relative Resource Amount, Resource
Equalisation Amount)､ ④フロア保証 (Floor Damping) の４つのブロックが
設定され､ それぞれ ｢住民１人当たりの額｣ が算定される｡ 以下､ ①から④
について説明する｡
【４ブロックの説明】
① 中央配分額：中央配分額とは､ ｢標準的な財政需要｣ と ｢標準的なカウ
ンシル税｣ との差額である｡ ｢標準的な｣ とは ｢最低限の額｣ を示すもので
ある｡
② 需要基準額：｢標準的な財政需要としての経費｣ に対して､ どの程度
｢追加的経費が必要とされるか｣ である｡
















24) 用語の解説部分については､ 兼村 (2006年)､ 河合 (2007年)｡
25) Gibson, A. and Asthtana, S. (2011) pp. 529546.
３ ビジネスレイトの財政調整原資への算入









第２表のとおり ｢財政調整原資合計 (財政調整額の必要額 [(C)－(D)＋(E)]
と同額)｣ に占める ｢ビジネスレイト (B)｣ の割合は､ 83.8％ (2006年度)､
87.8％ (2008年度) と､ ビジネスレイトが中心になっているものの､ 一致は
していない｡ すなわち､ 式の注釈で記したように､ 財政需要額と財政収入
額が政府から示されているわけではないため､ 財政需要額と財政収入額との
差額が財政調整原資と等しくなるという関連性は確認できない｡





注：｢最低基準需要額｣ および ｢最低基準税額｣ については､ 筆者が整理
のために記した用語であり､ これらの数値が英国政府から示されてい
るわけではない｡




は大きく変えられた｡ 地方税制度改革では､ 1988年地方財政法 (Local
Government Act 1988) によって､ 1990年以降､ レイトに替えて､ 成人人口
に同率の税率を乗じて課するコミュニティー・チャージ27) が導入された｡ こ




② 徴収した税を一旦国庫にプールし､ 各地方自治体に､ 成人人口をベース
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27) 成人１人に一定額を課するため､ ポール・タックス (Poll tax人頭税) と呼称されて
いた｡





歳入援助交付金 (RSG) (A) 3,378 2,909
ビジネスレイト (NNDR) (B) 17,500 20,500
財政調整原資合計 20,878 23,352※1
需要基準額 (C) 14,821 17,047
財源基準額 (D) △5,130 △6,212
中央配分額 (E) 11,187 12,522
財政調整額 (C)－(D)＋(E) 20,878 23,357※2
※ 1：財政調整原資総計 (Formula Grant 23, 409.4) からシリー諸島への財政
移転2.2､ 特別法人への財政移転55.7を控除し四捨五入｡
※ 2：※ 1との差額は､ 主要河川以外の水路等に対する保全を行う費用につい
ての財政援助分5.0｡
(出所) 2006年度の数値については､ DCLG (2007) から作成｡ 2008年度につ
いては､ Gibson, A. and Asthtana, S. (2011) p 531. Fig. 1を基に筆者
作成｡
として再配分すること




















では､ ｢ビジネスレイトの一定割合を地方税化する｣ 提案がなされた｡ ｢地域
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29) 陶山 (1990年) 19頁から20頁を基にしている｡ なお､ 引用先の語句は､ 本稿の語句に
合わせて一部修正している｡ また､ 引用先では､ 英国政府が当初挙げた理由として､
これら３点のほかに ｢ビジネスレイトは､ 商品の値段を高くすることにより､ 消費者
に転嫁されており､ 消費者が最終的負担者となっている｡｣ 点も挙げられている｡ こ
の点については､ 英国政府も明確な根拠ではないことを認めているとしていたため､
本稿の引用からは除外している｡
主義 (Localism)｣ を標榜する政権として､ 自主財源比率を高めることを通
じて地域経済の成長を促そうとしたと説明されている｡ すなわち､ これまで
は地域産業を活性化させたり企業を誘致したりすることによって事業所が増
えても､ ビジネスレイトの増収につながらなかった｡ この状況に対して､ ビ
ジネスレイトの50％を地方税化することで (地方税化される分は､ Local
Share (地方分) と呼ばれ30)､ そのまま国庫に納められて譲与税となる分は､
Central Share (国分) と呼ばれる)､ 地域産業の振興・企業の誘致を税収増
に結び付けるというインセンティブが働くことになる｡ もとより､ 財源面で















ネスレイトの50％に当たる国分 (Central Share) を充て､ それでも原資とし
て不足する部分は他の国税財源を充てることである｡ 後者については､ これ
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第３表の ｢コントール・トータル (全地方自治体分) (A)｣ (Spending con-
trol total) とは､ Ⅲ章で概説した ｢歳出見直し｣ において決定された全地方
自治体に対する国の一般財源負担分である｡ この数値が､ 歳入援助交付金総
額を決定する ｢全地方自治体への一般財源配分基準額 (B)｣ (Total Start-Up
Funding Assessment for local government) となる｡ この (A)・(B) の数値
から､ ビジネスレイト総額 (C) の地方税化分総額 (D) を控除した額が歳




次に､ 歳入援助交付金総額 (E) から各地方自治体に対する歳入援助交付
金配分額の決定方法を第４表に示す｡
各地方自治体の地方税を除く一般財源､ すなわち財政調整によって補さ
れる一般財源は､ 歳入援助交付金である｡ その配分額は､ 自主財源となった
ビジネスレイト分と歳入援助交付金の比率で財政調整原資総額が配分される
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第３表 ビジネスレイト再地方税化の下での財政調整制度原資の計算過程
単位：ポンド








ビジネスレイト総額 (C) 230億 国分＋地方分





(出所) DCLG (2012) ANNEX A. の掲載図を基に筆者作成
ことになる｡ ここで以下の３点の課題が生じる｡
第１に財政調整の根幹である財政需要と財政収入という要素が勘案されて
いないことによって ｢財政調整が不十分になってしまうこと｣ である｡ 第２
に財政需要と財政収入という要素を勘案して決定する配分額､ すなわち､ こ
れまでの財政調整財源配分額に対して､ 第４表の過程で算出される配分額と
の間には､ 超過又は不足が生じることになる｡ 特に ｢減収となる地方自治体｣
への対応をしなければ､ ビジネスレイトの地方税化という改革自治体の有効
性を問われることにもなりかねない｡
第３に､ これら２点の問題点に加えて､ 国税であった時期には ｢課税に係









項 目 数値 (£) 備 考
歳入援助交付金総額 (E) 145億 第３表より
ビジネスレイト地方税化分総額 (D) 115億 第３表より
特定団体への交付分 (F) △8.15億 注１
ビジネスレイト地方税化分純額 (G) 106.85億 (D)－(F)
(G) と (E) の比率 (H) 106.85：145
(H) の比率による地方自治体 Xの計算例
地方自治体 Xの一般財源配分基準額 (I) 100百万 仮設例
地方自治体 Xの歳入援助交付金配分額 ( J) 57.6百万 (I)×145／106.85＋145
地方自治体 Xのビジネスレイト地方税化分 (K) 注 2 42.4百万 (I)×106.85／106.85＋145
注 1 ：大ロンドン庁交通補助金7.7億､ ロンドン・バス事業補助金0.45億｡
注 2 ：ビジネスレイト地方税化分の実際額ではなく､ 計算上の額｡
(出所) DCLG (2012)” ANNEX A. の掲載図を基に筆者作成
対処法を図解したのが第２図である｡
まず､ 第１の ｢財政調整が不十分になってしまうこと｣ については､ 理論
計算によってビジネスレイト収入額 (A) とビジネスレイト必要額 (B) を
求め､ その差額がマイナス､ すなわち､ ビジネスレイトによる財源保障が理
論的に必要な場合には､ ｢上乗せ (Top-Up)｣ した額を､ プラスの場合､ す
わなち､ 財源保障が不要な場合には､ 当該プラス分を ｢控除 (tariff)｣ した
額を､ ｢ビジネスレイト地方分 (減収調整前)｣ とする｡ 第２図の Y自治体
は､ 当初の計算では､ ビジネスレイトの理論的収入額 (A) が理論的に必要
な額 (B) を4,960万ポンド超えているため､ 同額が ｢控除｣ され､ ｢減収調
整前の数値｣ として3,040万ポンド (⑤) が算定されている｡ この ｢控除｣




割合が補される (セーフティ・ネット (Safety net) という)｡ 一方で､ 企
業誘致などによって増収になった地方自治体には､ 上述の理論計算式で用い
た (A) と (B) との比率によって､ 当該増収分の50％を限度とした額をいっ
たん国に納めさせる (課金 (Levy))31)｡ 上記のビジネスレイト地方分 (減収
調整前) に､ セーフティ・ネット又は課金を加減した額が ｢ビジネスレイト
地方分 (最終配分額)｣ として､ 各地方自治体の自主財源となる｡ 第２図の
Y自治体では､ 増収効果がないことを確認後､ 理論的に必要な額 (B) より
も減収調整前の数値 (⑤) が下回るため､ ｢セーフティ・ネット｣ が必要と
なる｡ セーフティ・ネットの額は､ (B) の7.5％を限度に (Y自治体は882万
ポンド⑦)､ ⑤の調整前の配分額に加算され､ 最終的配分額が決定する｡ 以
上から､ 企業等誘致によるビジネスレイト増収分が全て収入できる訳ではな
く､ また､ 減収分が全額保障される訳ではない｡
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31) 課金を財源として､ 減収自治体へ補てんするセーフティ・ネットの財源とする｡
５ 再地方税化の評価
2014年度に､ ｢地方自治体協議会 (LGA)｣ が2013年度の再地方税化につい
て実態調査を実施している32)｡ 調査結果の要点は次の３点に要約される33)｡
① 再地方税化の積極的評価として､ 回答自治体の29％が ｢企業誘致など税
源涵養を促進するインセンティブとなっている｣ と回答している｡









基礎的自治体 Yのビジネスレイト徴収額：２億 (20,000万) ポンド①
マイナス､ 国分：１億 (10,000万) ポンド②






基礎的自治体 Yに企業誘致等の増収効果がない場合､ 課金 (Levy) なし｡




※広域的自治体 (カウンティ) は自ら徴税せず､ 基礎的自治体 (ディストリクト) に対して､
徴税必要額を依頼するため､ 当該依頼額を ｢徴収依頼額｣ としている｡
(出所) DCLG (2012) ANNEX Aの掲載図に一部筆者加筆｡
32) 実態調査の対象等については､ LGA (2013) を参照｡
33) LGA (2015) の記述から要約｡
の地方分権改革でありながら全面的に地方自治体に受け入れられていない｡
ただし､ 自主財源になれば企業の撤退や不服審査請求による収入減といった
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